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1. はじめに 

2016 年熊本地震による益城町の建物被害要因を解明するためには，この地域の地盤特性が強震動に与えた影響を評価する
必要がある．その一環として，防災科研 KiK-net 益城観測点の鉛直アレイ本震記録 1)の再現解析は不可欠と考えられる．そこ

で，現地調査と室内試験に基づく地盤モデルに散乱減衰を考慮した 1次元有効応力解析を行い，本震記録の説明を試みた． 
2. 解析手法と地盤モデルの概要 

1次元有効応力解析は，社本・張の方法 2)-4)によった．用いた地盤モデルを表 15)に

示す．地盤層序と各層の土質区分・単位体積重量は，ボーリング・地下水位測定・

物理試験の結果等から設定した．S 波速度は，PS 検層と微動アレイ探査の結果から
設定した．動的変形特性は，採取した乱さない土試料と岩石試料の繰返し三軸試験

の結果から設定した（図 1）．図 1の数式モデルは，(a)が修正 R-Oモデル 6), 7)，(b)-
(e)が修正HPモデル 8), 9)である．液状化特性は，南西に約 1.4km離れた古川第 2公園
の近傍地点で深さ 14-15mから採取した乱さない土試料（凝灰質砂礫）の非排水繰返
し三軸試験の結果から設定した（図 2）．散乱減衰は，吉田ら 10)を参考に，福島・

翠川 11)の散乱減衰を地盤各層の要素レイリー減衰 [c] = α[m] + β[k] を用いて擬似的
に扱うため，粘土・シルト・砂礫・岩に分けて係数α，βを最小 2 乗法により同定し
た（図 3：S波速度による補正あり）．ただし，粘土・シルトでは，散乱減衰が過大
に評価されないよう，補正係数の値を半分とした． 
表 1の地盤モデルを S波に対して 10Hz以下の周波数成分を表現できるよう多質点
系に置換し，2016年熊本地震（4月 16日 EW成分）の 1次元有効応力解析を非排水
条件で行った．この際，系の底面は粘性境界 12)とし，深さ 255mの地中観測波 1)を最

深部の質点の応答として与え，酒井の方法 13)-15)による基盤入射波の分離解析を並列

して行った．この分離解析は野津の方法 16), 17)によっても同じ結果が得られることを

確認している．解析の時間積分は Newmarkのβ法（β = 1/4，間隔 1/1000秒以下で各
地層のせん断ひずみ増分が 10-6以下となるよう細分割）を用いた．加速度から速度

と変位を求める方法は 1 質点系（固有周期 20 秒，減衰定数 0.707）の相対速度応答
と相対変位応答によった．詳細は文献 5（ http://www.kenken.go.jp/japanese/ 
research/lecture/r03/pdf/T05_Arai.pdf）を参照されたい． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 動的変形特性 

α β

0.00 15.7 80 5.3×10-1 4.9×10-4

1.70 15.7 120 4.5×10-1 4.2×10-4

4.80 凝灰質シルト 15.7 170 図1(b) なし 1.0 3.3×10-1 3.5×10-4

13.55 18.6 350 1.1×100 1.4×10-3

31.60 18.6 380 1.0×100 1.4×10-3

34.35 15.7 310 2.6×10-1 2.8×10-4

36.90 15.7 310 2.6×10-1 2.8×10-4

40.80 19.6 650 2.2×10-1 1.3×10-4

71.00 20.6 1180 1.7×10-1 1.0×10-4

98.00 22.1 1870 1.4×10-1 8.5×10-5

112.00 22.1 2210 1.3×10-1 7.9×10-5

134.00 凝灰質砂礫 22.1 840 図1(c) あり 0.5 7.6×10-1 1.0×10-3

148.00 溶結凝灰岩 22.1 2030 弾性 － 1.0 1.4×10-1 8.2×10-5

175.00 自破砕状安山岩 22.1 790 図1(e) なし 1.0 2.0×10-1 1.2×10-4

223.00 安山岩 23.5 2260 弾性 － 1.0 1.3×10-1 7.8×10-5

255.00 基盤 23.5 2260 弾性 － － － －
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図 2 液状化強度曲線 

表 1 KiK-net益城観測点の地盤モデル（地下水位 13.55m） 

図 3 散乱減衰（点線）と設定した
要素レイリー減衰（実線） 
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3. 地盤の非線形性状と散乱減衰が強震動に与えた影響 
地震応答解析の結果（時刻歴）を，図 4(a)-(c)地表の解析波と観測波の時
刻歴の比較，(d)過剰間隙水圧比が最大となった地層の時刻歴，(e)-(f)深さ
255m の地中観測波から分離された基盤入射波の時刻歴として示す．図 4(a)-
(c)より，地表の解析波（赤線）は，加速度では観測波（黒線）の振幅を過
小評価気味であるが，速度と変位では観測波の振幅・位相とも，よく再現

できている．図 4(a)-(c)の橙線は，参考のため行った全応力解析の結果で，
有効応力解析の結果（赤線）と，ほとんど差異が見られない．これは，図

4(d)より，過剰間隙水圧比が最大 0.9 程度までしか上昇せず，液状化の発生
に至らなかったためと考えられる．また，図 4(e)-(f)より，深さ 255mの基盤
入射波は，最大加速度 4.3m/s2，最大速度 0.73m/sであった． 
図 5(a)に，解析で得られた地盤の最大せん断ひずみの深さ方向分布を示
す．地盤のせん断ひずみは，粘性土層の最深部で最大 3-4%に達している．
その下の砂礫層（S波速度350-380m/s）では，最大せん断ひずみが0.5%程度
に達しており，図 1(c)との対比から，顕著な非線形化が生じた可能性が示唆
される．間隙水圧の影響は，ほとんど見られない．また，凝灰岩の上部（S
波速度 650m/s）では，最大せん断ひずみが 0.04%程度に達しており，図 1(d)
との対比から，若干の非線形化が生じた可能性が示唆される． 
図 5(b)-(c)に，解析で得られた地盤の最大加速度と最大速度の深さ方向分
布を示す．図には参考のため，粘性土・砂礫・岩の動的変形特性（非線形

性）を無視した場合および散乱減衰を無視した場合の解析結果を，それぞ

れ重ね描いている．図より，凝灰岩上面以浅の堆積層の非線形性や散乱減

衰を無視すると，地盤応答が大きく変化することから，これらが地盤応答

に与えた影響の大きいことが示唆される． 
図 6に，解析で得られた地表，凝灰岩上面，基盤入射波の加速度フーリエ
振幅スペクトルおよび地表／凝灰岩上面の加速度フーリエ振幅比スペクト

ルの周期特性を示す．図 6(a)の黒線は，地表観測波の加速度フーリエ振幅ス
ペクトルである．図から，本解析では周期 0.3-0.5 秒にピークをもつ成分波
を再現できておらず，これが図 4(a)の加速度時刻歴の過小評価に繋がったと
考えられる．図 5 と図 6 よ
り，凝灰岩上面の地震動

は，基盤入射波から大きく

増幅しておらず，卓越周期

0.8 秒程度，最大速度 0.9m/s
程度である．地震動は，凝

灰岩上面以浅の堆積層（と

くに粘性土層）の非線形化

により周期 0.7-3 秒の成分が
増幅されて，地表最大速度

1.3m/s程度に達している． 
4. まとめ 
防災科研 KiK-net 益城の鉛
直アレイ本震記録と地盤調

査に基づいて，2016 年熊本
地震（4 月 16 日 EW 成分）
の再現解析を行った．解析

結果から，地表の強震動に

は，従来は工学的基盤と仮

定される場合の多かった地

層を含む表層地盤の非線形増幅特性と散乱減衰が強く影響した可能性を指摘した． 
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図 4 地震応答解析の結果（時刻歴） 

 

図 5 地震応答解析の結果（最大応答の深さ方向分布） 図 6 地震応答解析の結果（加速度
フーリエ振幅スペクトル） 
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